
能登半島地震における課題を踏まえ、衛星通信をはじめデジタル技術の活
用による災害対策の強化に取り組むよう、本会議で知事に提案。

知事は、有線ケーブルが切断された状況でも利用可能な衛星通信システム
を導入すると答弁。 現在、 県の施設には衛星ブロードバンド「スターリンク」
が４９台（固定式１４台、可搬式３５台）配備されています。
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子育て世帯を広く支援する観点から、県は子育て世帯向け住
宅の入居資格を「中学生までの子どもがいる世帯」から「１８
歳未満の子どもがいる世帯」にまで拡大しました。 

公明党は本会議で知事に要請。 知事は「高校生の子どもを
持つご家庭から、家計の負担を減らすため県営団地に住みたい
ので、優先的に入居できる子育て世帯向け住宅に応募できない
かとの声も寄せられており、こうしたご希望に、応えていく必
要がある」と答弁していました。 
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急なケガや病気をしたとき、救急車を呼んだが方がいいか、
今すぐに病院に行った方がいいかなど、判断に迷うことがあり
ます。そんなとき、専門家からアドバイスを受けることができ
る電話相談窓口が救急安心センター事業「#7119」です。 

神奈川県内では、２０１６年１月から横浜市が先行して事業
を開始。この年から、公明党県議団では県議会で繰り返し、県内
全域で展開するよう求めてきた結果、「#7119」事業を県内全
域で展開することになりました。 
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大和市は２０２３年８月、小児医療費助成制度の助成対象を
従来の中学生から高校生まで拡大しました。 

小児医療費の助成は、県の財政支援をもとに市町村が窓口と
なって行っています。 しかし、県の補助は２００８年度以降、

「小学校入学前」で据え置かれていました。 そこで、私は２０２
２年３月の予算委員会で黒岩祐治知事に対し、補助対象年齢を
引き上げるよう要請。 その後、知事は２０２３年度から「小学
校６年」まで引き上げる考えを示しました。 
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